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はじめに
　1996年6月に開催された企業会計審議会総会において，研究開発費に係る会
計処理基準について検討するため特別部会が設置されれこの特別部会での審
議に資するため，企業財務懇談会において論点の整理を行なった。その結果，
企業財務懇談会は，1997年6月6日に断究開発費に係る会計処理基準の検討
にあたっての論点の整理jをとりまとめた。これに基づいて企業会言十審議会は
鋭意審議し，1997年12月22日にr研究開発費等に係る会計基準の設定に関する
意見書〈公關草案〉』を公表し，広く一般の意見を求めた。この意見を参照し，
1998年3月13日にr研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書』（以
下，『研究開発費基準jと暑称）を制定し発表した。これを機に，日米の関係
諸法令等を豊酌し，研究開発費の意義・分類及び会計処理に関し，拙著『研究
開発費の会計と管理〈新五訂版〉』及び脂報処理費の会計と管理』を中心に
再検討してみよう。
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1　製品等の研究開発費の定義と範嬢
1－1　一般用語と専門用語としての研究開発
　『広辞苑』によれば，一般用語としては「研究とは，よく調べ考えて眞理を
きわめること」が意味されるが［新村，1991，p．822］，専門用語としては，
『科学技術研究調査報剖は，研究（ReSearCh）を次のように定義している
［総務庁，1998，p．213］。
　　研究とは，「事物・機能・現象等について新しい知識を得るために，ある
　いは，既存の知識の新しい活用の道を開くために行われる創造的な努力及び
　探求をいう。」
　このような研究は，会杜のほか研究機関や大学等でも実施されるが，会社に
おいてば上記の研究のぼか，次の開葵や技術的改善も含まれる［矯務庁二1998，
p．213］。このため会社については，研究關発（Research　a出Development：R
＆D）と呼称する方が適正である。
　「会社の場合には，製晶及び生産・製造士程等に関する開発や技術的改善を
　図るために行われる活動も研究業務とする。」・
　『科学技術研尭調査報割は，このようを研究蘭発をさらに基鍵研究，応用
研究及び開発研究に分類し，一これらを次のように定義している〔総務庁，1998，
P．214］。
　①基礎研究とは，「特別な応用二角途を直接に考慮することなく，彼説や
　　理論を形成するため若しぐは現象や歯察可能去事実に関して薪し亡椥識を
　　得るためた行われる理論的又は実験的研究をいう。」
　②　応用研究とは，「基礎研究によって発見された知識を利用して，特定め
　　目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究及び既に実用化されている方
　　法に関して，新たな応用方法を探索する研究をいう。」
　③　闇発研究とは，r基礎研究，応用研究及び実際の経験から得た知識の利
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　　用であり，新しい材料，装置，製品，システム，工程等の導入又は既存の
　　これらのものの改良をねらいとする研究をいう。」
　このため，研究開発とそれに続く商業生産等とをいかに区分するかが問題と
なるが，『科学技術研究調査報割は，次の区分基準を定めている［総務庁，
1998，P．213］。
〈研究開発とする活動〉
　　a　研究所・研究部等で行われる卒来的な活動
　　　　ここで，「本来的な活動とは，研究に必要な恩索，考案，情報・資料の収集，
　　　試作，実験，検査，分析，報告等をいう。したがって，研究の実施に必要な機械，
　　　器具，装置等の工作，動植物の育成，文献調査等の活動、も含む。」
　　b　研究所以外の活動
　　　　「例えば，生産現場である〕二場等では，上記の活動及びパイロットプラント，
　　　プロトタイプモデルの設計・製作及びそれにょる試験の活動」
　　C　研究に関する庶務・会計等の活動
　　　　なお，「社内で研究を実施していなくても委託研究等のために外部へ研究費を
　　　支出することは研究活動とする。」
＜研究開発としない活動〉
　　研究所や工場等の生産現場で行われる次のような活動
　　争　生産の円滑化を図るための生産工程を常時チェックする品質管理に関する活動
　　　並びに製品，半製品，生産物及び土壌・大気等の検査，試験，測定，分析、
　　b　パイロットブラント，プロ、トタイブモデル等による試験研究の域を脱して，経
　　　済的生産のための楼器設備等の設計
　　C　一般的な地形図の作成，あるいは地下資源を探すためめ単なる探査活動及び地
　　　質調査
　　d　海洋調査・天体観測等の一般的データ収集
　　e　特許の出願及び訴訟に関する事務手続
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　f　一般従業者の研修・訓練等の業務
1－2　会計用語としての研究開発
　他方，会計用語としては，研究開発はどのように定義されているであろうか。
（1）　『財務会計基準劃第2号の定義と範曉
　1974年に初めてr研究開発費会計』（λ㏄㎝〃肋g〃伽ωκκα〃1）舳1榊〃
0o∫エ∫）をとりあげた財務会計基準審議会（FASB）の『財務会計基準書』第2
号は，研究開発を次のように定義するとともに，商業生産との区分基準を以下
のように示している［FASB，1974，§8一§ユ0］。
　①研究とは，「新しい知識の発見を目的とした計画的な探索又は批判的調
　　査であって，当該知識を新しい製品若しくはサービス（以下「製晶」と略
　　称），又は，新しい工程着しくは技術（以下「工程」と略称）の開発，又
　　は既存の製品若しくは工程に実質的な改良を施すために役立てることを本
　　旨としている。」
　②關発とは，「研究成果又は他の知識を販売を目的とするか使用を目的と
　　するかに関係なく，新製晶若しくは新工程又は現製晶若しくは現工程の実
　　質的な改良を計画又は立案することにとり入れることである。開発には，
　　代替製晶の考案，設計及び検査，プロトタイプ（原型）の製作並びに，パ
　　イロット・プラント（試験設備）の稼動をも含む。しかし，既存の製品，
　　生産品種，製造工程及びその他の現行作業に関する常規的又は定期的な活
　　動は，例え改善を行なうものでも，開発には含めない。さらに市場調査又
　　は市場テストも開発には含めない。」
＜研究關発に含める活動〉
　　a　新知識の発見を目的とした研究室での研究
　　b　新しい研究成果又はその他の知識の適用に関する探究
　　C　採用可能な製品又は工程の考案及び設計
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d　製晶若しくは工程の探究又は評価のためのテスト
e　襲品又は工程の考案又は設計の修正
f　生産開始前のプロトタイプ及びモデルの設計，製作及びテスト
9　新技術に伴う工具，治具，鋳型及びダイスの設計
h　当該企業が商業生産を経済的に実施しうる範囲を超えたパイロット・プラント
の設計，建設及び稼動
　特定の機能及び経済上の要件を満たし，いつでも製造しうる状態まで製晶の設
計を改良するために必要な技術活動
＜研究開発に含めない活動〉
　　　　商業生産の初期段階における技術の改善
　　　　商業生産過程で行なわれる品質管理（製晶の常規的テストをも含む。）
　　　　商業生産の過程における故障の発見・修理
　　　　現製晶の晶質を向上，強化又は改善するための常規的で則進的な努力
　　　　継続的な商業活動の一環として行われる特定の要件又は顧客の需要への現生産
　　　能力の利用
　　f　現製品の季節的又はその他の定期的な設計変更
　　9　工具，治具，鋳型及びダイスの常規的な設計
　　h　パイロット・プラント及び特定の研究開発プロジェクトに専用される設備又は
　　　施設以外の設備着しくは施設の建設，移転，転換，再配置又は試運転に関連する
　　　設計及び建設技術のような箔動
　　i特許権の申請又は訴訟，及び特許権の譲渡又は使用許可に伴う法務
（2）　r国際会計基準』第9号の定義と範壌
　その後1978年には，国際会計基準委員会（lASC）は，幅際会計基準』第9
号として『研究關発清動」（ん舳棚惚〃肱ωκんα〃D舳伽械ん肋伽∫）
を制定したが，1993年にはこれを改訂しr研究開発費』（肋醐κ此皿〃1）舳ゆ一
伽械Co∫まs）を発表した。この『改訂国際会計基準』第9号は，1998年9月に
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『国際会計基準j第38号r無形固定資産j（1物仇g舳λ3∫ぬ一1999年7月発
効）に統合され，失効した。第38号は第9号の定義をそのまま継承し，研究開
発の定義と区分基準を次のように表明した［IASC，1998，§7］。
　①研究とは，「新しい科学的又は技術的知識及び理解を得ることを期待し
　　て企てられた独創的で計画的な調査をいう。」
　②開発とは，「商業生産又は使用の關始に先立って，研究成果又はその他
　　の知識を新しいか若しくは実質的に改良された材料，装置，製品，工程，
　　システム又はサービスの生産計画若しくは設計へ具体化することをい
　　う。」
　　　しかし，研究・開発活動に含まれる活動については，IAS第38号は一部
　　修正し，次のように規定した［IASC，1998，§44＆47］。
〈研究に含まれる活動〉
　　a新しい知識を得ることを目的とする活動
　　b研究成果又はその他の知識の適用分野を探求し，評価・最終決定すること
　　C材料・装置・製品・工程・システム又はサービスの代替案を探求すること
　　d　新規又は改良済の材料・装置・製品・工程・システムス若しくはサービスの代
　　　替案を定式化・設計・評価及び最終選択すること一
＜開発に含まれる活動〉
　　a　生産前又は使用前のプロトタイプ及びモデルを設計・組立て及び試験すること
　　b　新しい技術を含んだ工具・治具・鋳型及ホ型板を設計すること
　　C商業生産を行うたぽ規模赤経済的でない試験工塩を設計・組立友び操業するこ
　　　と
　　d　新規又は改良済の材料’・装置・製品・工程・システム若しくはサーピスについ
　　　て選択した代替案を設計・組立て及び試験すること
（3〕　’厭究開発費基準jめ定義と範壌
　企業会計審議会は，1998年のr研究開発養基準jにおいて，「研究開発費に
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関する内外企業間の比較可能性を担保するためバ諸外国における定義を参考と
するとともに，我が国の企業が実務憤行上研究開発として認識している範囲等。
を考慮しつ？検討を行シ・，研究及び關発を次のように定義した［大蔵省，1998，
三，1］。
①研究とは，「新しい知識の発見を目的とした計画的な調査及び探究をい
　　う。」
　②開発とは，「新しい製品・サービス・生摩方法（以丁，「製品等」とい
　　う。）についての計画若しくは設計又は既存の製晶等を著しく改良するた
　　めの計画若しくは設計どして，研究の成果その他の知識を具体化すること
　　をいう。」
’〈開発に含める活動〉
　　　例えば，製造現場で行われる改良研究であっても，それが明確なプロジェクトと
　　して行われている場合には，關発の定義における「新しい改良」に該当するものと
　　考えられる。
〈開発に含めない活動〉
　　　製造現場で行われる品質管理活動やクレLム処理のための活動は研究開発には含
　　まれないと解される鉋
　上述した研究開発の定義を一表に要約し対比してみると，第1表のとおりで
ある。っまり，広義の研究は，狭義の研究と開発から成り立っており，『科学
技術研究調査報剖は狭義の研究をさらに基礎研究と応用研究に細分している。
若干，表現上の相違はあるが，大勢としては殆んど同一の内容を有しており，
『研究關発費基準』の定義も国際的調和を図ったものといえるらただし，一研究
開発に含まれる活動や含まれない活動の例示は，他の定義に比べ著しく簡暑で
あるが，これは，詳細を目本傘認会計士協会の実務指針に委譲しているためと
思われる。
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第1表　主要基準における研究開発定義の対比
新知識の研究 基礎研究
研　究 新知識発見の 新知識発見の 独創的な計
（狭義） 調査・探究 調査・研究 画・調査 新応用法の探
索 応用研究
新製品・サー 新製品・生産 新製品・製法 新製品・工程
ビス・生産方 方法の計画・ 等の計画・設 等の導入の研
法の計画・設 設計 計 究
計
開　発 開発研究
現製品・サー 現製品・生産 現製晶・製法 現製晶・工程
ビス・生産方 方法改良の計 等改良の計 等の改良の研
法改良の計 画・設計 画・設計 究
画・設計
2　研究開発費と試験研究費・關発費との異同
2－1　試験研究費・開発費の定義と種類
　前述した研究開発活動に直接又は間接に費消される次の原価要素が，研究開
発費（Research＆Development　Costs）となる［大蔵省，1998，二，（注1）］。
　　a　「研究開発費には，入件費，原材料費，圃定資産の減価償却費及び間接費の配
　　　賦額等，研究關発のために費消されたすべての原価が含まれる。」
　　b　「特定の研究閑発目的にのみ使用され，他の目的に使用できない機械装置や特
　　　許権等を取得した場合の原価は，取得時の研究闘発費とする。」
　他方，丁財務会計基準書』第2号は，この点について次のように詳述してい
る　［FASB，1974，　§11］。
　研究開発活動に要する原価要素には，次のものがある。
　a　材料，設備及び施設費
　　　「材料（当該企業の通常在庫分から転用したものであるか，研究開発活動のため
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に特別に取得Lたものであるかは間わない）及ぴ研究開発活動のために取得又は建
設し，かつ将来は（研究開発プロジェクト又はその他の目的に）転用しうる設傭又
　は施設は，取得時又は建設時に有形資産に計上しなければならない。研究闘発活動
　に消費された当該材料費及び研究開発活動に使用された当該設備及び施設の減価償
却費は，研究開発費となる。しかしながら，特定の研究開発プロジェクトのために
取得又は建設され，かつ，将来（研究開発プロジェクト又はその他に）転用しえず，
　そのため独立的な経済価値を有しない材料，設備又は施設の費用は，当該費用の発
　生時点で研究開発費とする。」
b　人件費
　　「研究關発活動に従事する者の雑料，賃金、その他の付帯給与は研究開発費に含
　めなければならない。」
C　企業外部者から購入した無形資産
　　「研究關発活動に使用するため企業外部者から購入し1かつ将来（研究開発プロ
　ジェクト又はその他に）転用できる無形資産ρ費用は，AP　B意見書第17号に準拠
　して無形資産に計上し箪却しなければならない。研究開発活動に使用される無形資
　産の償却費は，研究開発費となる。しかしながら，、特定の研究開発プロジェクトの
　丈めに企業外部者から購入し，かつ将来」（研究開発プロジェクト又はその他に）転
　用できず，それ故独立的な経済価値を有しない無形資産の費用は，当該費用の発生
　時点で研究關発費とする。」
．d　契約仁よるサービス
　　「企業の研究闘発活動（当該企業に代って企業外部者が行なった研究開発を含
　む）に関違して企案外部者が行なったサービスの費用は，研究開発費に含めなけれ
　ばならないo」
e　間接費L
　　「研究開発費には，間接費の含理的な配賦額を含めなければならない。1しかしな
　がら，研究開発活動と明確に関連しない一般管理費は三1研究開発賛に含めてはなら
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　　ない。」
　このような研究開発費に類似した概念として，わが国には，繰延資産とされ
る試験研究費・闘発費がある。いま，主要な会計法規上の定義と種類を列記し
てみると，以下のとおりである。
ω　　『企業会計原則』の定義
　①将来の期聞に影響する特定の費用とは，「既に代価の支払が完了し又は
　　支払義務が確定し，これに対応する役務の提供を受けたにもかかわらず，
　　その効果が将来にわたって発現するものと期待される費用をいう。これら
　　の費用は，その効果が及ぶ数期間に含理的に配分するため経過的に貸借対
　　照表上，繰延資産として計上することができる。」［大蔵省，1982年，注
　　15］。
　②これらの費用のうち，『連続意見書』は，試験研究費及び開発費を次の
　　ように定義している［大蔵省，1962年，ホ・へ］。
　　a　試験研究費とは，「現に営業活動を営んでいる企業が，新製品の試験的製作，
　　　あるいは新技衛の研究等のため特別に支出した金額をいう。」
　　b　開発費とは，「現に営業活動を営んでいる企業が，新技術の採用，新資源の開
　　　発新市場の開拓等の目的をもって支出した金額，ならびに，現に採用している
　　　経営組織の改革を行うために支出した金額等をいう。」
（2）　『財務諸表規則』の定義
　「開発費及び試験研究費は，繰延資産に属するものとする。」［財表規則，
1997，第36条］。
　　a　試験研究費とは，「新製品又は新技術発見のために行う試験研究のため特別に
　　　支出した費用をいう。」
　　b　開発費とは，「新技術又は新経営組織の採用，資源の開発，市場の開拓等のた
　　　め支出した費用，生産能率の向上，又は生産計画め変更等により，設備の大規模
　　　な1配置替を行った場合等の費用をいう。」［財表取扱要領，ユ997，第103－I04］。
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（3）　r法人税法』＝の定義
　繰延資産とは，階人が支出する費用のうち支出の効果がその支出の日以降
1年以上に及ぶもので政令で定めるものをいう。」工法人税法，1996，第2条，
25］。
　　a　試験研究費とは，「新たな製品の製造又は新たな技術の発明に係る試験研究の
　　　ために特別に支串する費用をいう。」
　　b　開発費と帖，r新たな技術若しくは新たな経営組織の採用，資源の開発，市場
　　　の關拓又は新たな事業の關始のために特別に支出する費用をいう。」［法人税法施
　　布令，199ブ，第14条4一一5］。
（4〕　r商法』の定義
　「左ノ目的ノ為二特別二支出シダル金額ハ之ヲ貸借対照表ノ資産ノ部二計上
スルコトヲ得此ノ場含テ於テハ其ぐ支出後五年以内二毎決算期二於テ均等額以
上ノ償却ヲ為スコトヲ要ス」［商法，1994，第286条の3］。
　　a　新製品又ハ新技術ノ研究
　　b　新技術又ハ新経営組織ノ採用
　　C資源ノ開発
　　d一市場ノ開拓
2－2　繰延資産と研究開発貿との異同
　以上の各会計法規が規定している定義を一表に要約表示すれば，第2表のと
おりである。これらの各費目のうち試験研究費はその全額が研究闘発費とされ
るが，關発費については，研究開発費とされるのは新技術の採用費だけで他の
費目は研究開発費とされない。この点について，企業会計審議会のr研究開発
費基準〈公開草案〉1（以下，一本基準と略称）』は，「参考り、において、以下の
見解を示している［大蔵省，1997，参照4］。，
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第2表　研究開発費と試験研究費・開発費との関違性
新製品の試験的製作費 新製晶の発見の試験研究費
???????
試験研究費
???????
????????
新技術発見の試験研究費
??????? ???????
??????? ??????? ???????
■
???????
資源の開発費 資源の開発費 資源の開発費
開　発　費
????????
市場の開拓費 市場の開拓費 市場の開拓費
現経営組織の改章費 新経営組織の採用費 新経営組織の採用費
一
’
??????? ???????
一
①試験研究費
　　　『連続意見書』において，試験研究費とは，「新製品の試験的製作，あ
　るいは新技術の研究等のため特別に支出した金額をいう」と定義している。
　　本基準において「試作品の製作」は開発に当たることから，試験研究費
　は本基準における研究のみならず，開発の一部にも当たるものと考えられ
　る。
　　したがって，試験研究費は本基準における研究開発費に包含されるもの
　と考えられる。
②新技術の採用
　　　腱続意見劃に例示として挙げられている「技術導入費，特許権使用
　に関する頭金等」については，これらの技術，特許等を特定の研究開発目
　的のために導入する場合は，研究開発の一環として発生時に費用処理する
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　こととなる。
　　一方，技術，特許等をそのまま使用することにより製品の製造等を行う
　場合は，本基準における研究・開発の定義には当たらないものと考えられ
　る。
③新経営組織の採用
　　『違続意見書』において「現に採用している経営組織の改善のための支
　出額は，もっぱら，将来に至ってその効果が発現すると予想される」とし
　ているが，企業効率の増進を目的とする経営組織の改善は，研究開発の概
　念にはなじまず，また，本基準における開発の定義にも当たらないものと
　考えられる。
④新市場の開拓
　　『連続意見劃において，「新市場の開拓のための支出額には，広告宣
　伝費，市場調査費等が含まれる」とされ，また，r現に保有している市場
　とくに販売市場に関係しない支出額は，支出の期以降の販売収益に貢献す
　るもの」であるとされている。
　　広告宣伝活動は，基準書における開発の定義にはあたらず，また，新製
　晶の商業生産に先立って行われる市場調査活動についても，新製品を商業
　生産するか否かというマネジメント上の判断材料を提供するために行われ
　るものであるため，本基準における關発の定義には当たらないものと考え
　られる。．
⑤新資源の開発
　　『連続意見書jにおいて，「新資源の開発のための支出額には，鉱山業
一、における新鉱遣の開さく、に要した金額等」，が含まれるとされている。
　　新鉱道の開さくを含め，探査，掘削等の鉱業における資源の開発に特有
　の活動については，国際的調和の観点から本基準の適用範囲外とされた。
つまり各会計法規は，会計処理上繰延資産として計上廿し各期に償却すべき費
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目を列記しただけで，研究開発費として処理すべき費目を列記したものではな
い。従って，繰延資産と研究開発費の範蒔が相違することは，こと当然といわ
なければならない。それにもかかわらず，巷間，よく両者が混同して理解され
ているのは，試験研究費以外を「開発費」と呼称したためである。開発費には
工業面の關発費と商業面の開発費があり，繰延資産としての開発費には両者が
含まれるが，研究開発費とされるのは，工業面の開発費である「新技術の採用
費」だけである。換言すれば，r新技術の採用費」以外の商業開発費は，研究
開発費とされない。その理由は，上記「参考4」のとおりである。
3　ソフトウェアの研究開発費の定義と範曉
3－1　ソフトウェアの定義とその内容、
　前節2は，製品等（製品のほかサービス，生産方法，材料，部品，装置，シ
ステム，工程，製法を含む）の場合であるが，ソフトウェアも含まれる。ここ
にソフトウェアとはコンピュ］タ・ソフトウェア（computersoftware）のこと
で，「コンピュータを機能させるように指令を組み合わせて表現したプログラ
ム等をいう。」［大蔵省，1998，基準一，2］。
　近年，高度情報化社会を迎え，コンピュータがますます不可欠な情報手段と
なった。それに伴ってソフトウェアの役割が重要視され，ソフトウェア費が多
額に達しつつある。このためソフトウェアの研究關発費をいかに会計処理する
かが，重要課題となった。
　ソフトウェアについて権威ある定義を示したのは，米国歳入庁（IRS）であ
り。桜井通晴教授によれば，次のように定義されている［IRS，1969，2C，B，
303］。
　「この歳入手続において，“コンピュータ・ソフトウェア”には，山コン
ピュータに所定の作業または一組の作業を行わせるために用いられるすべての
388
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プログラムまたは手順，およびそれらのプログラムを記述し，保存’するのに必
要な書類が含まれる。そ汕こはあらゆる種類のコンピュータ・プログラム，た
とえば，アプリケーション・プログラムはも・ちろんのこと，OS（オペレー
ティシグ・システム），実行シメテム，モニター，コンパイラー，翻訳プログ
ラム，アッセンブリー・ルーティン，およびユーテイリテイー・プログラムが
含まれる。｝コンピュータ・ソフトウェア”には，編集オペレーターへの指示
や外部制御手続といったようなコンピュータの操作にとって外部的な手続は含
まない。」
　IRSは，！フトウェア辛作業（ヲンピュータで実行すべき仕事の要素）をコ
ンピュータに実行させるために使用チるものと解し，次の3者を包括している。
　　a　プログラム（program）……コンピュータ・冊オペレーシ、ヨンにおいて動作を指
　　　示する一覧表又は計画奏
　　b　ルーテイン（routmeジ……一般に使用可能なコンピュータ・プログラム又はそ
　　　の一部
　　c　書類、（do㎝mentati㎝ジープロヴラムに必要な入出カ書式，ファイル書式又は
　　　流れ図等
3－2　ソラトウェアのライフサイクルと研究開発の範囲
　このようなソフトウユアについて，そのライフサイクルを図示してみると，
第1図のとおりである。同じソフトウェアでも，研究開発目的のソフトウェア
（専ら当該研究開発プ臼ジェクトに使用され，他の研究開発プロジェクトに．転
用できないもの）は、ライフサイクルの全過程が研究開発とされる。一問題は，一
非研究開発目的のソフトウェアである。この種のソフトウェアについては，一開
発過程までが研究開発と、されジ・生産以後は研究開発の対象外どなるポ『財務会
389
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第1図　ソフトウェアのライフサイクルと研究開発の範囲
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　設計
計基準割第86号は，その区分基準を技術的実施可能性に求め，次のように規
定した〔FASB，1985，Para．4］。
　技術的実施可能性（technological　feasibility）は，「設計仕様（機能や特性や
技術的性能を含む）に適合するように制作しうることを確定するのに必要なす
べての計画，設計，コーディング及びテスト等の活動を企業が完了した時点に
おいて確定する」。技術的実施可能性が確定したか否かの証拠は，ソフトウェ
アの制作過程に詳細（プログラム）』設計が含まれるか否かによって，次のよう
に相違する。
①ソフトウェアの制作過程に詳細設計を含む場合
　　a　基本設計と詳細設計が既に完了し，かつ当該製品を制作するのに必要な技術，
　　ハードウヱア及びソフトウェア技術が当該企業に使用可能であることを企菜が確
　　認していること。
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　　b　詳細設討が完了し，当’該設計と基本設計とが首尾一貫しているか否かを，詳細
　　　設計を製品仕様書にするための文書化とトレースによって確認していること。
　　C　詳細設計が，危険性の高い閑発上の間題点（例えぱ，先例のない，独特で，立
　　　証されていない機能や特性又は技術革新）を検討し，危険性の高い關発上の問題
　　　に関するあらゆる不確実性を，コーデイングとテストを通じて解決していること。
②ソフトウェアの制作過程に詳細設計を含まない場合
　　a　ソフトウェア製晶の基本設計と作業モデルが既に完了しているこし
　　b　作業モデルが完了し，かつ当該モデルと基本設計とが首尾一貫していることを，
　　　デストによって確認していること。
　この技術的実施可能性を，「レコード制作に例えるならぱ，曲の録音をし終
わって，テープに吹込んだ状態をもって，技術的実施可能性が確定し得たとい
えるのではないか。つまり曲の譜面と歌詞がそこに存在し，その通りに歌手が
歌った状態を録音し終わった状態であろう」ということができる汰田昭和，
1987，P．225］。
　上述した研究開発に含まれるソフトウェアも，その内容・種類によって会計
処理が相違する。このため，ソフトウェアの種類を1図に要約」・体系化してみ
ると，第2図のとおりである。ここでは，取得方法を基に，ソフトウェアをま
ず単独ソフトウェア㈲～（ク）と機器組込みソフトウェア㈹に大別した後，前者を
過程別に次のように細分している。
　a　制作過程㈲一㈱
　　・自主制作㈲一1ウ〕と受託制作㈲に区分する。
　　　白主制個力一1ウ〕をさらに自社閑発1ガと外部購入け）と委託制個吻に再分類する。
　　・複製利
　b　付随過程㈱一例
　　・機能強化〈バージ…1ンァップ〉㈱
　　・除去・評価㈲
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ソフトヴェアの体系的分類
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他方，使用目的からは，ソフトウェアを市販用ソフトウェアと社内使用ソフ
トウェアに大別している。ついで，前者の市販用を販売用ソフトウェア（I）と
リース用ソフトウヱア（lI）に分類するとともに，後者の社内使用を製造・販売・
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管理用ソフトウェア価）と研究開発用ソフトウェア①のに分類している。
4　製品等の研究開発費の会計処理墓準
4－1　これまでの研究開発費の会計処理基準
　前節1－3で詳述した研究開発費は，企業会計審議会が『研究開発費基準』
を発表するまでは，どのように取扱われてきたであろうか。日米の代表的な会
計処理墓準は，以下のように規定している。
（1）　『財務会計基準書』第2号の会計処理基準
　同基準は，研究關発費の会計処理法について，次の4法をあげている
［FASB，1974，　§37コ。
第1法：費用処理法（Charge　All　Costs　to　Expense）……研究開発費の全額を
　発生時に費用として計上する方法
第2法：資産計上法（Capitalization　of　All　Costs）……研究開発費の全額を発
　生時に資産に計上する方法
第3法：条件付資産計上法（Seiective　Capitalization）……所定の条件を満た
　す場合には発生時に研究開発費を資産に計上するが，その他の研究開発費は
　全額費用として計上する方法
第4法：特別勘定法（Acむum1州on　ofCosts　in　a　Sp㏄ial　Category）……将来
　の便益の発生を明らかにしうるまで，特別勘定に研究開発費の全額を累計し
　てゆく方法
　このうち同基準は，費用処理法をとり；「研究開発費は，全額，発生時に費
用として計上しなければならない。」と本文で原則を表明したのち，付録Bで
その理由として，次の5点を指摘している［FASB，1974，§4ト50］。
　①将来便益の不確実性
　　　個々の研究開発プロジェクトからえられる将来の便益は，通常，極めて
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　20　　　　　　　　　　　　早稲田藺学第379号
　　不確実である。
　②費用と便益の因果関係の欠如
　　　研究開発費と特定の将来便益との閻の直接的関係は，一般に明示できな
　　い。
　③経済資源の会計認識
　　　研究開発費は，資産として会計認識を受けるための測定可能性基準を満
　　たすことができない。
④費用の認識と対応
　　　原因と結果を繕びつけ，組織的にかつ合理的に配分するという原則を適
　　用できないので，研究開発費は費用として認識する。
　⑤効果情報の有用性
　　　研究開発費は，企業の潜在収益力を評価するのに役立たないので，資産
　　計上しない。
（2）　咽際会計基準』第9号及び第38号の会計処理基準
　1978年に発表された『国際会計基準』第9号では，研究開発費について，次
の会計処理法を定めていた［lASC，1978，§16～17］。
　研究開発費の金額は，次の規定に従って繰延べられる關発費を除き，発生し
た期間に費用として計上しなければならない。
　　a　製品又は工程が明確に定義されており，その製品又は工程に負担させることの
　　　できる費用が，個別に識別できること。
　　b　製晶又は工程の技術的な企業化可能性が明示されていること。
　　C　企業の経営者が製品又は工程を生産・販売又は利用する意図があることを明ら
　　　かにしていること。
　　d　製品又は工程の将来の市場性について明確な徴候があるか，あるいは販売され
　　　るのではなく内部で利用される場合には，企業にとっての有用性が十分に明示さ
　　　れること。
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　　e　プロジェクトを完成し，製品又は工程を販売するにたる十分な資源炉存在する
　　　こと，又は入手できると合理的に期待されること。
　ところが，1993年に改訂された『国際会計基準』第9号では，次の‡うに会
計処理法が変更された［エASC，！993，§16－17］。
　研究費は，発生した期閻の費用として認識すべきであり，次期以降に資産と
して認識してはならない。
　次項で明示した資産の認識基準を満たさない場合には，発生した期聞の費用
として認識すべきである。当初費用として認識した開発費は，次期以降に資産
として認識してはならない。
　プロジェクトの開発費は，次の基準のすべてを満たす場合には，資産として
認識すべきである。
　　a　製品又は工程が明確に定義されており，かつ当該製晶又は工程に編属できる費
　　　用が別個に認識され，かつ，信頼性をもって測定できるこし
　　b　製晶又は工程の技術的な実現可能性が立証できること。
　　C　企業が製品又は工程を生産・販売又は使用する意図があること。
　　d　製晶又は工程の市場が存荏すること。それが販売用でなく内部で使用される場
　　　合には，企業にとっての有用性が立証できること。
　　e　当該プロジェ、クト、を完成し，製品又は工程を販売又は使用するに足る十分な資
　　　源が存在すること，又はその入手可能性が立証できること。
　すなわち旧9号では，5つの条件をすべて満たす場合には，研究開発費を繰
延べすることができるが，それ以外の場合には期聞費用として処理することが
強制されていた。しかし改訂9号では，研究費と開発費を区分し，研究費はそ
の全額を期間費用として処理すべきであるが，關発費については5条件をすべ
て満たす場合には，繰延資産とすべきことが明示された。
さらに1998年の『国際会計基準』第38号では，次のように決定さ一れた［iASC，
1998，．§42－43］。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　395
　22　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第379号
①　研究費
　「研究（又は社内プロジェクトの研究段階）から発生する無形資産は，いかなるもの
も認識してはならない。研究費（又は社内プロジェクトの研究段階の支出）は，発生時
第3表各会計法規の研究開発費繰延規定
粂
項 第2編第4章第286条の3 第2章第36条 『法人税法施行令』第14条
左ノ目的ノ為二特別二支 次に掲げる資産は，繰延 「繰延資産の意義」に規定
出シタル金額ハ之ヲ貸借 資産に属するものとする。 する政令で定める費用は
対照表ノ資産ノ部二計上 6　開発費（新技術若し次に掲げるものとする。
スルコトヲ得 くは新経営組織の採用， 4　試験研究費（新たな
規 工　新製品又ハ新技術ノ 資源の閑発又は市場の 製品の製造又は新たな
研究 開拓のため特別に支出 技術の発明に係る試験
定 2　新披術又ハ新経営組 した費用をいう） 研究のために特別に支
織ノ採用 7　試験研究費（新製品 出する費用をいう）
内 3　資源ノ開発 又は新技術の研究のた 5　開発費（新たな技術
4　市場ノ開拓 め特別に支出した費用 若しくは新たな経営組
容 をいう） 織の採用，資源の開発，
市場の開拓又は新たな
事業の開始のために特
別に支出する費用をい
う）
条
項 第2編第4章第286条の3 第2章　第38 『法人税法』第32条第1項
此ノ場合二於テハ其ノ支 各繰延資産に対する償却 当該事業年度の損金の額
規 出ノ後五年内二毎決算期 額は，当該繰延資産の金 に算入する金額は，・
二於テ均等額以上ノ償却 額から直接控除し，その その繰延資産に係る支出
定 ヲ為スコトヲ要ス 控除残高を各繰延資産の の効果の及ぶ期間を基礎
噛法計算書類規則」 金額として表示しなけれ として政令で定めるとこ
内 第24条 ばならない。 ろにより計算した金額に
達するまでの金額とする。
（上記の）金額については，
容 償却額を控除した残額を
言己載しなけれぱならないo
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に費用として認識すべきである。」
②　開発費
　■「開発（又は社内プロジェク｝の開発段階）から生ずる無形資産熔，企業が以下のす
べてを証明できる場合には，認識しなければならなレ㌔
　　a　無形資産が完成し，使用又は販売可能になる技術的な企業化可能性が存する。
　　b　無形資産を完成し，かつそれを使用又は販売する意図が存する。
　　C　無形資産を使用又は飯売する能力が存する。
　　d　当該無形資産が将来の経済的便益をいかに生み出すか。それ以外にも，無形資
　　　産からの産出物若しくは無形資産自体の市場が存するか，又は社内で使用する場
　　　合には，当該無形資産の有用性を企業は、証明しなければならない岨
　　e　關発を完成させ，かつ無形資産を使用又は販売するのに適した技術的・財務的
　　　及びその他の資源が利用可能である。
　　f　開発中の無形資産に適正に帰属しうる費用を測定しうる能力が存する邊」
（3）わが国会計法規の会計処理基準
　わが国の会計法規つまり『商法』，・『財務諸表規貝ω及び丁法人税法』は，研
究開発費の会計処理を第3表のように規定している。要するに研究開発費であ
る試験研究費と開発費（新技術の採用費のみ）は，企業の選択により期間費用
として処理することもできるし，また繰延資産に計上し償却することもできる
こととされていた。
4－2　『研究開発費基準』の会計処理基準
　企業会計審議会の『研究關発費墓準』は，本文の「研究開発費等に係る会計
基準」において，次のよケに研究開発費を期間費用（一般管理費又は当期製造
費用）とし，一切繰延処理することを認めないこととした［大蔵省，1998，基
準三，五，注2，注6］。
　　a　研究開発費は，すべて発生時に費用として処理しなければならない。
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　　b　費用として処理する方法には，一般管理費として処理する方法と当期製造費用
　　　として処理する方法がある。
　　C一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は，財務諸表に注記
　　　しなければならない。
　　d　ソフトウェアに係る研究開発費については，研究開発費の総額に含めて財務諸
　　　表に注記することとする。
　かかる費用処理法を採用した理由として，次の諸点を挙げている［大蔵省，
1998，三，2］。
　「重要な投資情報である研究開発費について，企業問の比較可能性を担保す
ることが必要であり，費用処理又は資産計上を任意とする現行の会計処理は適
当でない。研究開発費は，発生時には将来の収益を獲得できるか否か不明であ
り，また，研究開発計画が進行し，将来の収益の獲得期待が高まったとしても，
依然としてその獲得が確実であるとはいえない。そのため，研究開発費を資産
として貸借対照表に計上することは適当でないと判断しれ
　また，仮に，一定の要件を満たすものについて資産計上を強制する処理を採
用する場合には，資産計上の要件を定める必要がある。しかし，実務上客観的
に判断可能な要件を規定することは困難であり，抽象的な要件のもとで資産計
上を求めることとした場合，企業問の比較可能性が損なわれるおそれがあると
考えられる。したがって，研究開発費は発生時に費用として処理することとし
た。」
　なお上記の基準は，次のように2の例外を定め，委託・受託契約と資源の闘
発には適用しないこととした［大蔵省，1998，基準六］。
　　a　本基準は，一定の契約のもとに，他の企案に行わせる研究開発については適用
　　　するが，他の企業のために行う研究開発については適用しない。
　　b　本基準は，探査，掘削等の鉱業における資源の開発に特宥の活動については適
　　　用しない。
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5　ソフトウェアの研究開発費の会計処理基準
5－1　これまでの研究關発費の会計基準
　企業会計審議会がr研究開発費基準』を発表するまでは，ソフトウェアの会
計処理基準として，日米において以下の各基準が設定されていた。
（1〕わが国の会計処理基準
　　④：ソフトウェア情報センターrソフトウェア会計実務指針（案）』，1991年。
　　⑬日本公認会計士協会東京会rソフトウェア会計処理基準』，1989年。
　　◎：日本租税研究協会『ソフトウェアの税務会計基準』，1985年。
◎◎：臓渕第286条ノ3。
◎⑤：階人税法施行令」第ユ4条第1項。
◎◎：階人税取扱通達　基本通達』8－I－7。
⑨④：r法人税取扱通達　基本通達』8－2－3。
⑧⑧：階人税取扱通達　基本通逢』5－1－4。
⑮⑤：階人税取扱通達　個別通達』昭28直法1－136の1工〕の3。
（2）米国の会計処理基準
　　⑤　財務会計基準審議会（FASB）の財務会計基準書（SFAS）第86号『販売・リー
　　　ス又はその他の方法で市場に供給するコンピュータ・ソフトウェアに要する費用
　　　の会計処劉（λc‘㎝泌惚伽伽co泌ψo舳〃肪∫城㎜惚伽B色so肱〃ω必”
　　　0伽㎜畑棚伽肋），1985年曲
　　◎　財務会計基準審譲会解釈書（FASB1皿倣pretati㎝s）第6号蹴務会計基準審
　　　議会墓準書第2号のコンビュータ・ソフトウェアヘの遼用』（λ捌伽舳妙ψ
　　　Fλ∫8∫勿＾舳洲軌2紡C物紡∫ψ肋惚），1975隼。
　　⑬米国会計人協会（NAA）管理会計実務委員会のNAA問題提起書（NAAIssues
　　　P蝋。）丁社内で使用するソフトウェアの会計」（んむ㎝閉脇g伽∫ψ物醐び∫。6〃砕
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　　㎜砂，」985年。
　以上の日米各基準（わが国の『商法』・『税法』を含む）を前後参照できるよ
う1表にマトリックス表示してみると，第4表のとおりである［西澤，1994，
pp．109～113］。ここでは前節の第2図に図示したように，ソフトウェアを表」
側では，取得方法を基に，単独ソフトウェアと機器組込みソフトウェアに大別
した後，前者を自主制作（自社開発と外部購入と委託制作に細分）と受託制作
に区分するとともに，付随過程（複製，機能強化，除去・評価，その他に細
分）に区分している。他方，表頭では，使用目的を基に，市販用ソフトウェア
と社内利用ソフトゥェァに大別した後，前者として販売用ソフトウェアとリー
ス用ソフトウェアをあげ，後者として製造・販売・管理用ソフトウェアと研究
開発用ソフトウェアをあげている。なお，同表には，／I〕～⑰の，（アトげ）及び④～
⑭の符合により，各基準の要旨がマトリックス形式で表記してある。
5－2　『研究開発費基準』の会計処理基準
（1）ソフトウェアの目的分類
　企業会計審議会の『研究開発費基準』は，ソフトウェァの研究開発費につい
て，次のように規定した［大蔵省，1998，三，一3，（2）］。
　「研究開発目的のソフトウェアの制作費は研究開発費として処理されること
となるが，研究開発目的以外のツフトウェアの制作費についても，制作に要し
た費用のうち研究開発に該当する部分は研究開発費として処理する。」
　ここでは，ソフトウェアの制作費をまず次の2つに大別した。
　①研究開発目的のソフトウェアの制作費
　②」研究開発目的以外のソフトゥェァの制作費
　このうち①のソフトウェア制作費はその全額が研究開発費となるが，②のソ
フト｝エア制作費は，研究開発に該する部分だけが研究開発費となることを明一
示した。②9！7卜、ウ干アに？レて掌，一研第開舜ξ席業隼暖ξρ区牙が特に問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　405
早稲田商学第379号32
。??????????????〞?
??????〕???????????????????
?????????﹇??﹈
????
?????
???、?????????
?????
?????????????? ????? （。 ??? ????? ?????? ． ???? ???? （? ー ????? ?
???????（????）
???????
??????、。???、???????????????????? ー ???? ? ???? ??????????? ? 〕 ????、
604
　　　　　　　　　　　　　研究關発費の会計処理基準　　　　　　　　　　　　　33
題となる。
（2）、研究開発と商業生産との区分
　上記のr研究關発費基準』は，市場販売目的のソフトウェアについて研究開
発と商業生摩との区分について次のように考えている．［大蔵省，1998，三，3，
②］。
　「新しい知識を具体化するまでの過程が研究開牽であ乱したがって，ソフ
トウェァの制作過程においては，．製品番号を付す三と等により販売の意畢が明
らかにされた製品マスター，すなわち『最初に製晶化された製品マスター』が
完成するまでの制作活動が研究開発と考えられる。
　これは，製品マスターの完成は，工業製晶の研究開発に牟ける量産品の設計
第5表　研究闘発費と非研究開発費の会計処理
会計処理あ方式
製　品　等製造・飯売目的研究開発費研究關発費
　　　　　　　研究開発目的研究開発費研究闘発費
ソフトウェァー
　　　　　　　非研究開発目的研究開、発費　研究關発費
（注）製品等には，製品のほか，サービス，隼産方法，材料，部品，
　　装置，システム，工程，製法等を含む。
利一用
　　取得形態’　　　　　　　　　購入・委託制作　　　　　自　社　制　作
受注制作工事進行（完成）基準で仕掛品に計上
市場販売目前撫形固定資産に計上し，工毎期償却
生産二管理目的　　資産に計上し償却　　　　費用として処理
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完了に相当するものと考えられるためである。」
　参考までにソフトウェアの制作過程を示し，そのうち研究關発の終了時点を，
同『公關草案』により図示してみると，第3図のとおりである［大蔵省，1997，
参考3］，同図から，製品マスター（Ver　O）の完成までが研究開発で，それ
以降が商業生産であることが知られる。工業製晶の場合には，設計完成までが
研究開発でそれ以降が生産といえる。
　なお，『財務会計基準書』第86号は，両者の区分基準を技術的実施可能
（technolo駆feasibility）に求め，その確定証拠まで特記していることは既に
前述したところである。
　以上の諸基準を基に，研究開発費と非研究開発費との会計処理を一表に要約
すると，第5表のとおりとなる。つまり，原価計算対象のうち製品等（製品の
ほか，サービス，生産方法，材料，部晶，装置，システム，工程，製法等を含
む）については，研究活動費と開発活動費が研究開発費となり，生産活動費は
製造原価とされる。これに対し，ソフトウェア（コンピュータ・ソフトウェア
のこと）については研究開発目的のソフトウェアは，全活動費が研究開発費と
なるが，非研究開発目的のソフトウェアは，研究活動費と開発活動費だけが研
究開発費となる。
5－3　非研究開発目的のソフトウェア費の会計処理基準
　第4表で詳述したようにこれまでの日米会計基準においては，ソフトウェァ
を取得形態別にしかも制作目的別に分類し，各別にその会計基準を設定してき
た。ところが，企業会計審議会の『研究開発費基準』は，次のように［大蔵省，
1998，三，3，（1）］，取得形態（自社制作，外部購入）は問わず，専ら制作目
的からのみソフトウェアを分類し，各別に会計基準を定めることとした。
　「ソフトウェアの制作費は，その制作目的により，将来の収益との対応関係
が異なること等から，ソフトウェア制作費に係る会計基準は，取得形態（自社
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制作，外部購入）別ではなく、，制作目的別に設定することとした。
　したがって，購入・委託したソフトウェアを加工することにより，目的の機
能を有するソフトウェァを完成させる場合，当該購入・委託に要した費用は，
それぞれの制作目的に応じて処理することとなる。」
　このように制作目的別には，研究開発目的のソフトウェアと非研究開発目的
のソフトウェアに大別されるが，このうち非研究開発費とされるのは，非研究
閑発目的のソフトウェア制作費のうち，．非研究開発過程に係るものだけである。
　これらの非研究開発費の会計処理基準は，制作目的により以下のように相違
する。
　（1〕受注制作のソフトウエア費の会計処理基準
　『研究開発費基準』は，この点について，次のように規定した［大蔵省，
1g98，基準四，1］。
　「受注制作のソフトウエアの制作費は，請負工事の会計処理基準に準じて処
　理する。」
　　請負工事については，その損益の計上は工事進行基準又は工事完成基準の
　いずれかを選択適用することができる［大蔵省，．エ982，注7］。
　上記の工事進行基準においては決算期末に工事進行程度を見積り，適正な工
事収益率によって工事収益の一部を当期の損益計算書に計上する。これに対し，
工事完成基準においては，工事が完成し，その引渡しが完成した日に工事収益
を計上する。
　このため工事費は半成工事勘定に集計されるが，ソフトウェアの場合は勘定
名を仕掛晶勘定と呼ぶ方が適切である。一　　　、　」　　、．∵
　（2〕市場販売目的のツフ」トウェ止ア費の会計処翠基準，
　r研究開発費墓準』は，この点について次のよう，に規定した［大蔵省，1998，
基準四，多，4，5］。
　　へ・市場販売貝的のソフ，トウェアである翠品マスターの制作費は，、研究開発費に該
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　　　当する部分を除き，資産として計上しなければならない。ただし，製晶マスター
　　　の機能縫持に要した費用は，資産として計上してはならない。
　　b　甫場販売目的のソフトウェアを資産として計上する場合には，無形固定資産の
　　　区分に計上しなければならない。
　　C　無形固定資産として計上したソフトウェアの取得原価は，当該ソフトウェアの
　　　牲格に応じて，見込販売数量に墓づく償却方法その他合理的な方法により償却し
　　　なければならない。ただし，毎期の償却額は，残存有効期間に基づく均等配分額
　　　を下回ってはならない。
　つまり，市場販売目的のソフトウェアの制作費のうち，次のものは研究開発
費とされる。
　　a　研究及び開発に係る費用
　　b　最初に製品化された製品マスターの完成までの費用
　　C　製品マスターの機能維持に要した費用
　　d　製晶マスター又は購入したソフトウェアに対する著しい改良に要した費用
　上記以外の制作費は，資産，特に無形固定資産に計上する。なお，制作途申
のソフトウェアの制作費については，無形固定資産の仮勘定として計上する。
　…のように無形固定資産とした理由は，次のとおりである［大蔵省，1998，
三，3，②］。
　　a　ソフトウェアを市場で販売する場合には，製品マスター（複写可能な完成晶）
　　　を制作し，これを複写したものを販売することとなる。
　　b　製品マスタニは，それ自体が販売あ対象物ではな．く二機械装置等一と同様にこれ
　　　を利用（複写）して製品を作成すること，製品マスターは法的権利（著作権）を
　　　有していること及び適正な原価計算により取得原価を明確化できることから，当
　　　譲取得原価を無形固定資産として計上することとした。
　かくして，無形固定資産として計上したソフトウェア制作費は，当該無形固
定資産の耐用期閻にわたり，見込販売数量に基づく償却，生産高比例法その他
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合理的な方法により償却する。この場合，毎期見込販売数量等の見直しを行い，
減少が見込まれる販売数量等に相当する取得原価は，費用又は損失として処理
する［大蔵省，1998，墓準四，3～5，注5］。
　（3）自社利用のソフトウェア費の会計処理基準
　　『研究開発費基準』は，この点について次のように規定した［大蔵省，1998，
基準四，3］。
　　a　ソフトウェアを用いて外部へ業務処理等のサービスを提供する契約等が締結さ
　　　れている場合のように，その提供により将来の収益獲得が確実であると認められ
　　　る場合には，適正な原価を集計した上，当該ソフトウェアの制作費を資産として
　　　計上しなければならない。
　　b　社内利用のソフトウェアについては，完成晶を購入した場合のように，その利
　　　用により将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には，当該
　　　ソフトウェアの取得に要した費用を資産として計上しなければならない。
　　C　機械装置等に組み込まれているソフトウェアについては，当該機械装置等に含
　　　めて処理する筍
　　d　自社利用のソフトウエアを資産として計上する場合には，無形固定資産の区分
　　　に計上しなければならない竈
　要点は，「将来の収益獲得又は費用削減が確実」であるか否かにあり，・確実
なソフトウェア費は，将来の収益と対応させるため，その取得費を資産として
計上し，利用期問にわたり償却する。これに対し確実でないソフトウェア費は，
期間費用として処理する。将来の収益獲得又は費用削減が確実なソフトウェア
としては，次むものがある；工
　　a　ソフトウェアを用いて外部に業務処理等のサービスを提供する契約が締結され
　　　ている場合
　　b　ソフトウェアの完成品を購入した場合
　　C　独白仕様の社内利用ソフトウェアを自社で制作する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4u
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　　d　委託により制作し将来の収益獲得又は費用削滅が確実であると認められる場合
　上記のr研究開発費基準jと，前記の「これまでの研究開発費の会計処理基
準」とを対比すると，根本的に相違している点は皇これまでの会計基準が試験
研究費及び開発費の繰延べを容認していたにもかかわらず，『研究開発費基
準jは一切繰延処理を認めていないことで多る。さらに『研究開発費基準』は，
ソフトウェア費の会計処理について，制作目的だけを重視し，取得形態を無視
しているが，これまでの会計処理基準を欝酌すると，果たしてそれでよいのか
について疑問が残る。その他，リース目的のソフトウェア，ソフトウェアの複
製，機能評価，除去・評価等についても，会計処理の基準を提示してほしかっ
た。
　何れにしても，『財務会計基準書』第2号がユ974年に初めて研究開発費の会
計処理基準を制定して以来，四半世紀を経てわが国でも今般企業会計審議会か
ら『研究開発費基準』が発表された。これに基づいて，『財務諸表規則』，丁商
渕，『税法』等の会計法規が近い将来一斉に改正され，グローバル・スタン
ダードに沿うことは，『国際会計基準』の遵守が目前に追ったわが国の産官学
界にとって，実に大きな社会的意義が存するものと言えよう。
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